
（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

(目）生涯職業能力開発事
業等委託費（雇用勘定）

（目）諸謝金（一般・雇用）

（目）庁費（一般・雇用）

（目）委員等旅費（一般・雇
用）

（目）職員旅費

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

○実績を踏まえた拠点数の見直しによる減

31年度要求

2

事業番号 0611

2,372

10

子ども・若者育成支援

30年度当初予算

2,406

10

6

3

2

2,427

6

121,350

27年度

27年度

「「日本再興戦略」改訂2014」（平成26年6月24日閣議決定）、
「「日本再興戦略」改訂2015」（平成27年6月30日閣議決定）、
「ジョブ・カード制度　新「全国推進基本計画」」（平成23年4月
21日、ジョブ・カード推進協議会（内閣府）)、「新成長戦略」
（平成22年6月18日、閣議決定）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

102

86.5 93.3

85

110 -

-

-

- -

2,427 2,372

関係する
計画、通知等

達成度

- 年度 年度30

2,351

28年度

3

-

85

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３０年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

2,503 2,450 2,398 2,427 2,372

2,300 2,317

執行率（％） 88% 94% 97%

平成２０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

ジョブ・カードが、個人のキャリアアップや多様な人材の円滑な就職等を促進するため、「生涯を通じたキャリア・プランニング」及び「職業能力証明」の機能を
担うツールであることを明確にし、労働市場インフラとして、キャリアコンサルティング等の個人への相談支援のもと、求職活動、職業能力開発などの各場面
において、一層活用されることを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

2,398

単位

単位当たりコスト=Ｘ／Ｙ
Ｘ：「執行額」

Ｙ：「ジョブ・カード普及サポーター企業開拓件数」

単位当たり
コスト

--

2,193

国から民間団体への委託により、「ジョブ・カードセンター」を設置し、ジョブ・カードを活用した雇用型訓練の実施のための企業への指導・援助、広報等を実
施するとともに、ジョブ・カードを活用した在職労働者の実務経験の評価を実施する企業及び在職労働者へのキャリアコンサルティング等を実施する企業の
支援を行う。また、ジョブ・カード制度総合サイトの運用により、「ジョブ・カード作成支援ソフトウェア」等の提供によるジョブ・カード制度の周知広報・関連情報
の提供や活用促進を行う。

- -

2,503

- -

- -

-補正予算

2,450

実施方法

雇用型訓練を活用する企業に対する支援等の実施 担当部局庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

社会保障、その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

31年度要求

予算
の状
況

30年度活動見込

27年度

％

雇用型訓練の受講者数

ジョブ・カード普及サポーター企業開拓件数

89,304

29年度

活動実績

当初見込み

2,300百万円／23,552件2,193百万円／22,505件

97,445 97,656

28年度

2,317百万円／25,945件

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

活動指標

計算式 2,427百万円／20,000件

28年度 29年度

円

Ｘ／Ｙ

27年度 28年度 29年度単位

活動実績

一般会計、労働保険特別会計雇用勘定

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

88% 94% 97%

20,000

-

-

30年度
活動見込

31年度
活動見込

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
職業能力開発行政データ集

- -

14,000 -

30年度
活動見込

31年度
活動見込

-

人材開発統括官

参事官（若年者・キャリア形成支援担
当）付キャリア形成支援室

キャリア形成支援室長
松瀨貴裕

雇用保険法第63条第1項1号、第8号

雇用型訓練の受講者の正
社員としての就職率を85％
まで向上させる

雇用型訓練修了3ヶ月後の
正社員就職率
（雇用継続している正社員
数÷訓練終了後の雇用継
続者数） 97

85

82.6

85

22,505 23,552

20,000 20,000

25,945

20,000件

件

14,000 14,000

17,852 16,493 15,652

14,000

人

人

1



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - -

-

達成度 ％ -

-

施策

政策

測
定
指
標

実績値

単位

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

新成長戦略（平成22年６月18日閣議決定）の目標として平成32年までにジョブ・カード作成者数300万人が掲げられており、国から民間団体への委託
により「ジョブ・カードセンター」を設置し、当該センターによる雇用型訓練を実施する企業の開拓を行うとともに、雇用型訓練実施企業への指導・援
助、広報等を行い、また、ジョブ・カード制度総合サイトによるジョブ・カード制度の周知広報・関連情報の提供や、ジョブ・カードを活用した在職労働者
の実務経験の評価、キャリアコンサルティング等を実施する企業の開拓支援等を行うことでジョブ・カード作成者数の増加を図ることにより、労働者の
職業能力の開発及び向上に寄与する。

-

- 30
定量的指標

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

年度

改革
項目

分野： - -

年度

中間目標 目標年度
27年度

国
費
投
入
の
必
要

性

有

評　価項　　目 評価に関する説明

-

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

-

-

28年度 29年度

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

単位

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

有

年度

199,837 -

目標値

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

成果実績

-

-

平成29年度の調達においては、業者決定から事業開始まで
の準備期間を十分に確保するため調達スケジュールの見直
しを行った.。しかし、結果として一者応札となったため、平成
30年度の調達においては、競争参加資格の要件の見直しを
検討することにより、１者でも多くの業者が入札しやすい環境
を整えることとする。
一部の委託事業において、業務実施にあたって効率性、合
理性の観点から、受託者から第三者への再委託を行ってい
る。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

- -

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

計画開始時
30年度

-

-

目標値

中間目標

250,000

目標最終年度

250,000 -

-

29年度

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

多様な職業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること（Ⅵ-１-１）

多様な職業能力開発の機会を確保すること（Ⅵ-１）

ジョブ・カード作成者数

人

人

197,693 242,280

232,000 232,000

○
本事業の中心である雇用型訓練は、非正規雇用労働者の正
社員化等が目的であり、優先度は高い。

○

「新成長戦略（閣議決定）」において2020年までにジョブ・カー
ド取得者数300万人という目標が設定されており、国の責務
で推進すべき事業である。

国と民間が連携して推進すべき事業である。

○

‐

-

○

-‐

○

‐

受託者と計画的に業務連絡会議を開催するなど、委託費の
効率的な使用に向けた打ち合わせを行っている。

昨年度と同程度の単位当たりコストであり妥当な水準であ
る。

所要経費については、事業の趣旨に照らして妥当であるかを
確認し、事業目的の沿った支出となっているかを精査してい
る。

○

○

当室において所要経費の申請内容を精査および確認を行っ
ており、合理的な内容になっている。

-

2



( )

625 平成25年度 597

平成26年度 597 平成27年度 602 平成28年度 597

平成22年度 808 平成23年度 709 平成24年度

平成29年度 厚生労働省 　 0589

点検結果

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

年
度
内

に
改
善

を
検
討

一部の委託事業における一者応札の改善を図り、適切な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

点検対象外

ご指摘を踏まえ、次年度の調達に向けて要件見直しを検討することにより、１者でも多くの業者が入札しやすい環境を整え、その上で適切に予算を
執行する。

関連する過去のレビューシートの事業番号

外部有識者の所見

改善の
方向性

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

事業番号 事業名所管府省名

ジョブ・カードは、これまで作成者の大半が職業訓練における活用に限られていたが、平成27年10月の制度の見直しにより、キャリアコンサル
ティング等による相談支援のもと、求職活動、職業能力開発などの各場面において活用できるものとされたことから、今後、ジョブ・カードの活用
が義務づけ又は推奨されている職業訓練等の場面以外での活用促進が課題となる。そのため、関係省、関係機関などとも連携し、活用好事例
の開拓、普及等を行うとともに、新たに企業・学校における効果的活用方策の検討・開発を行い、ジョブ・カード取得者数の目標を達成するた
め、執行額精査後に執行率を踏まえ、さらなる活用促進を図る。

ジョブ・カードセンターにおける指導・援助等により、雇用型訓練の受講者数及びジョブ・カード普及サポーター企業開拓件数及び有期実習型訓
練修了3ヶ月後の就職率について、目標数を上回るなど、着実に成果が得られている。

ジョブ・カード普及サポーター企業開拓件数の実績は目標を
上回っている。

○
雇用型訓練修了3ヶ月後の正社員就職率の目標は上回って
いる。

○

○
ジョブ・カードの具体的な企業における活用事例をホーム
ページに掲載する等により活用している。

他の手段・方法等は考えられない。

○

3



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

ジョブ・カード制度の広報及び運営指導

中央ジョブ・カードセン
ターの設置・運営
・地域ジョブ・カードセン
ター業務の指導・調整
等

委託【一般競争契約

（総合評価）】

ジョブ・カード制度総
合サイトの運用等

委託【一般競争契約

（総合評価）】

ジョブ・カード制度の
周知・広報用パンフ
レットや動画、記事
の作成及び印刷・発
送等

その他【予算示

厚生労働省
2,317百万円（29’決算額）

Ａ．日本商工会議所
（中央ジョブ・カードセ

ンター）
260百万円（29’決算

額）

Ｃ．株式会社ＮＴＴデー
タ

181百万円（29’決算
額）

G．野村総合研究所

56百万円（29’決算

額）

地域ジョブ・カード
運営本部に係る委
員等旅費等

地域ジョブ・カードセンターの

設置・運営

・ジョブ・カード制度普及促進

のための事業者向け講習会

の実施

・訓練・評価担当者講習の実

再委託【随意契約

（その他）】

Ｂ．各商工会議所（47ヵ所）

（地域ジョブ・カードセン

ター）

1,788百万円（29’決算額）

Ｄ．株式会社システ

ナ

69百万円（29’決算

額）

再委託【随意契約（その他）】

F．ＮＴＴマネジメント

サービス株式会社

10百万（29’決算額）

総合サイトにおける
キャリアコンサルティ
ング業務

旅費、雑役務費、
会議費等

P.事務費（本省）

１百万円（29’決算額）

Q．事務費（労働局）

3百万円（29’決算

額）

総合サイト運用作業
の工程管理、品質管
理等

E．株式会社

ＮＴＴデータ・アイ

14百万（29’決算額）

総合サイト運用作業
の工程管理、品質管
理等

I．株式会社

読売連合広告社

25百万円（29’決算

額）

企業や学校における
ジョブ・カード導入の試
行実施を通じた活用好
事例の把握・分析及び
課題に応じた効果的な

L．ネツケデザイン

1百万（29’決算額）

K. 株式会社アド

ヴァージュ

4百万（29’決算額）

J．株式会社NewsTV

5百万（29’決算額）

M. 株式会社イー･ス

ピリット

2百万（29’決算額）

動画の制作業務
ポスター、パンフレット、
バナー広告の各デザ
イン制作業務

特設WEBサイト制作業
務

広報キャラクター契
約業務

H．学校法人大原学

園

4百万（29’決算額）

・キャリアコンサルタン
ト又はジョブ･カード作
成アドバイザーの派
遣
・試行導入対象者へ
のジョブ・カード作成

再委託【随意契約（その他）】
再委託【随意契約

（その他）】

委託【一般競争契約

（総合評価）】

委託【一般競争契約

（総合評価）】

N．株式会

社

読売連合

広告社

1百万円

委託【随意契

約（少額）】

周知・広
報用パン
フレット印
刷（増刷

O．株式会

社

内山回漕

店

1百万円

周知・広
報用パン
フレット発
送（増刷

委託【随意契

約（少額）】

4



☑

支出先上位１０者リスト

A.

日本商工会議所 5010005003975

中央ジョブ・カードセンター
の設置・運営、地域ジョブ・
カードセンター業務の指
導・調整等

平成29年度の調達においては、
業者決定から事業開始までの
準備期間を十分に確保するため
調達スケジュールの見直しを
行った.。しかし、結果として一者
応札となったため、平成30年度
の調達においては、競争参加資
格の要件見直しを検討すること
により、１者でも多くの業者が入
札しやすい環境を整えることと
する。

1 97％260
一般競争契約
（総合評価）

業務費 会議開催経費、備品費等 10

業　務　概　要

計 56 計 4

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

事業費 検討会開催費、資料作成費等 5

10

金　額
(百万円）

G.株式会社野村総合研究所 H.学校法人大原学園

費　目 使　途
金　額

(百万円）

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率

業務費 キャリアコンサルティング費用、資料等

E.株式会社NTTデータ・アイ F. NTTマネジメントサービス株式外社

費　目

キャリアコンサルティング費用、資料等 4

181 計 69

使　途
金　額

(百万円）
費　目

1

その他 消費税 4

計

4

計 14

業務従事管理職員人件費 43

再委託

計

費　目 使　途

支　出　額
（百万円）

支　出　先

人件費

使　途
金　額

(百万円）

業務費
総合サイト運用作業の工程管理、品質管理
等

14 業務費
総合サイトにおけるキャリアコンサルティン
グ業務

10

C.株式会社NTTデータ D.株式会社システナ

費　目 使　途

総合サイト運用作業の工程管理、品質管理
等

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 業務従事管理職員人件費 49

その他 消費税 13

管理費 活動旅費、事務費等 15

再委託
総合サイトの運用等（株式会社システナ、
NTTマネジメントサービス株式会社、株式会
社NTTデータ･アイ）

94 業務費

業務費会議開催経費、備品費等

費　目

活動旅費、事務旅費等

計 260 計 140

51

制度普及推進員等人件費

費　目 使　途

12

人件費 事務職員人件費

制度周知費

45 人件費

使　途

業務費

A.日本商工会議所

10

69

金　額
(百万円）

消費税 152 管理費 19

77

管理費 連絡調整旅費、事務費等

B.東京商工会議所
金　額

(百万円）

34

その他 消費税

その他

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

チェック

5



B

C

D

株式会社ＮＴＴデータ 8010601043042

株式会社システナ 6010401088867
総合サイト運用作業の工程
管理、品質管理等（再委
託）

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

神戸商工会議所 4140005002899

大阪商工会議所 -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

92

92

東京商工会議所

横須賀商工会議所

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

81

62

78

松本商工会議所

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

岡山商工会議所

那覇商工会議所

3100005006145

4010005003976

1021005007655

5260005001962

0336000500502

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

事業者向け説明会の実
施、訓練・評価担当者講
習、職業能力形成プログラ
ム活用促進事業の実施等
（再委託）

55

67

66

56

140

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
ジョブ・カード制度総合サイ
トの運用等

181
一般競争契約
（総合評価）

1 95％ -

6

7

4

5

10

8

9

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

9120005004174

静岡商工会議所 3080005004358

福岡商工会議所 1290005003010

前橋商工会議所 8070005000849

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

随意契約
（その他）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

69
随意契約
（その他）

- - -

6



E

F

G

H

☑

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

株式会社ＮＴＴデー
タ・アイ

2011101056358
総合サイト運用作業の工程
管理、品質管理等（再委
託）

1

1
株式会社野村総合
研究所

4010001054032

企業や学校におけるジョ
ブ・カード導入の試行実施
を通じた活用好事例の把
握・分析及び課題に応じた
効果的な活用方策の明確
化等

56
一般競争契約
（総合評価）

4 99％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

NTTマネジメントサー
ビス株式外社

10
随意契約
（その他）

- - -

1

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

14
随意契約
（その他）

- - -

2010601020773
総合サイトにおけるキャリ
アコンサルティング業務（再
委託）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

学校法人大原学園 3010005002310
キャリアコンサルティング、
ジョブカード作成アドバイ
ザーの派遣等

4
随意契約
（その他）

- - -

チェック

7



別紙２

動画、デザイン、WEBサイト制作等（株式会
社NewTV、株式会社アドヴァージュ、ネツケ
デザイン、株式会社イースピリット）

11 業務費 動画制作業務 5

周知･広報、印刷・発送等 10

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.株式会社読売連合広告社 J.株式会社NewsTV

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

再委託

管理費

その他 消費税 2

業務費

活動旅費、事務費等 2

計 25 計 5

業務費
ポスター、パンフレット、バナー広告の各デ
ザイン制作業務

4 業務費 特設WEBサイト制作業務 1

K.株式会社アドヴァージュ L.ネツケデザイン

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 1

業務費 広報キャラクター契約業務 2 業務費 ポスター、パンフレットの印刷（増刷分） 1

M.株式会社イー･スピリット N.株式会社読売連合広告社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 1

諸謝金 謝金 0.1

業務費 ポスター、パンフレットの発送（増刷分） 1 旅費 職員旅費 1

O.株式会社内山回漕店 P.事務費（本省）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委員等旅費 委員等旅費 0.1

計 1 計 1.2

8



地域ジョブ・カード運営本部に係る委員等旅
費等

3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

Q.事務費（労働局） R.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事務費

計 3 計 0

9



別紙３

I

J

K

L

M

N

O

P

- -

職員I - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

職員J - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

- -

職員E - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

職員F - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社内山回漕
店

7010001011328
周知・広報用パンフレット発
送（増刷分）

1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- -

株式会社読売連合
広告社

3120001071843

ジョブ・カード制度の周知・
広報用パンフレットや動画、
記事の作成及び印刷・発送
等

25
一般競争契約
（総合評価）

3 74％ -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社NewsTV 8010401118804 動画制作業務 5
随意契約
（その他）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社アドヴァー
ジュ

6010001118198
ポスター、パンフレット、バ
ナー広告の各デザイン制作
業務

4
随意契約
（その他）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 ネツケデザイン 2010703003610 特設WEBサイト制作業務 1
随意契約
（その他）

- - -

1
株式会社イー･スピ
リット

3010401048568 広報キャラクター契約業務 2
随意契約
（その他）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

1
株式会社読売連合
広告社

3120001071843
周知・広報用パンフレット印
刷（増刷分）

1
随意契約
（少額）

- - -

1

2

1

職員B - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

5

4

3 職員C - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

職員D - 会議出席旅費 0.1 その他 -

8

7

6

職員G - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

職員H - 会議出席旅費 0.1 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員A - 会議出席旅費 0.1 その他 - - -

10

9

10



Q

-

- -

福岡労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

4

3

2

宮崎労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - - -

広島労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.2 その他 - - -

福島労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - -

7

6

5

静岡労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - - -

10

9

8 神奈川労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - - -

長崎労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 -

茨城労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - - -

香川労働局 -
地域ジョブ・カード運営本部
に係る委員等旅費等

0.1 その他 - - -

11
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